
　お取引先の資金ニーズや様々なご相談等に迅速・的確にお応えしていくため、以下の３つの取り組みを
重点課題として位置づけ、中長期的な視点に立って組織全体として継続的に推進してまいります。

お取引先に対するコンサルティング機能の発揮
　お取引先の経営目標や課題を共有していくとともに、外部専門家や外部機関とのネットワークを活用す
るなど、お取引先のライフステージや事業の持続可能性等を適切かつ慎重に見極めたうえで、最適なソリュー
ションをご提供してまいります。
地域の面的再生への積極的な参画
　コンサルティング機能の発揮や目利き能力の向上に向けた人材の育成に努め、様々な地域情報を収集・
集積しながら地方公共団体等とも連携し、地域の面的再生において積極的な役割を果たしてまいります。

地域やお取引先に対する積極的な情報発信
　当行の地域密着型金融に対する取組状況や成果につきまして、ホームページやディスクロージャー誌な
どを通じて情報発信し、分かりやすくご紹介いたします。

重点課題 

基本方針
　当行は、地域経済の活性化や健全な発展を支援していくため、あらゆるソリューション機能を高度化し、
地域中小企業等の皆さまの事業の理解を深めてきめ細かく支援を行うなど、地域密着型金融を深化させて
いくことが、地域金融機関としての重要な使命であると考えております。
　これからも、中小・零細企業等の皆さまの事業性に応じて、多様な資金供給手法を活用した信用供与の
円滑化や、健全化に向けた経営改善支援活動をより一層強化し、地域の金融インフラとして「持続的な地
域貢献」を果たしてまいります。

中小企業の経営支援に関する取組方針

中小企業の経営支援に関する態勢整備の状況

　地域連携ビジネスサポート部が主体となって、コンサルティング機能を発揮した地域との連携の更なる
強化を図っており、営業店や中小企業再生支援協議会等と緊密に連携し、お取引先の経営改善支援活動を
行っております。

行内体制

●地域ブランド応援融資   　●地域活性化応援連携融資   　●農林水産応援投融資  　 ●ＡＢＬ（動産・売掛金担保融資）　
●シンジケートローン   　●私募債   　●産学連携ファンド  　 ●地域協働ファンド   　●経営改善計画策定支援   　●事業再生支援
●動産鑑定   　●売掛債権・知的財産評価　他　

安 定 期

創業支援

ビジネスマッチング・各種商談会への出展支援

多様な資金調達手法の提供・企業価値向上に資する支援

各種支援メニュー

地域経済活性化支援機構・中小企業再生支援協議会・経営改善支援センター・事業引継ぎ支援センター・ビジネスサポートこうち・
高知県・信用保証協会・税理士・会計士・弁護士・経営コンサルタント　等

外部機関・外部専門家等

事業承継支援・Ｍ＆Ａ

海外展開・技術相談支援

経営改善・事業再生支援

創 業 期 成 長 期 低 迷 期 再 生 期
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経営改善支援活動
　営業店は、経営改善支援取組先への定期的な面談を行っているほか、お取引先の実態把握や経営改善に
向けた進捗状況をモニタリングしております。また、地域連携ビジネスサポート部は、「軒先顧客管理シ
ステム」を活用して営業店のモニタリングや指導を行うとともに、お取引先への帯同訪問を実施するなど、
本部と営業店が一体となってお取引先の経営改善を支援しております。
　お取引先との十分なリレーションを築きながら、様々な情報の提供や、「こうぎん・ビビッド・ファンド」
等を活用した資金供給の円滑化を図っているほか、外部機関と連携した支援活動にも取り組んでおります。

外部機関との連携
　事業再生支援にあたっては、中小企業再生支援協議会や株式会社地域経済活性化支援機構、事業再生の
実務家、法務・会計・税務等の外部専門家や外部機関、他の金融機関、信用保証協会、中小企業関係団体、国、
地方公共団体等からなる「中小企業支援ネットワーク」との連携も強化しております。
　また、株式会社地域経済活性化支援機構と「特定専門家派遣」に関する契約を締結しており、より実効性
の高い経営改善や事業再生支援活動を行える体制としております。

地域へのコミットメント・地域とのリレーション
　当行の主要営業基盤である高知県において2015
年10月より「ブロック・エリア制」を導入し、地域
と協働しながら地域経済の活性化に積極的に貢献
し、お取引先数の増加を含めた基盤拡充を図って
おります。

地域のお客さまとのリレーション

中小企業の経営支援に関する取組状況

（単位：先）
お取引先数 2020年3月末

高知県 8,433
高知県以外の四国島内 2,003
本州 766
全お取引先 11,202

※お取引先：単体与信先、預金取引先のうちソリューション提案先

取引先の経営改善や成長力の強化
　当行をメインバンクとしてお取引いただいてい
る企業のうち、経営指標の改善が見られたお取引
先に対する融資残高の推移は下記のとおりです。

2020年3月期

メイン先数 4,752先
メイン先の融資残高 2,500億円
経営指標が改善した先 3,050先

経営指標が改善した先の融資残高推移

2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期
2,210億円 2,279億円 2,253億円

ライフステージの定義
創業期…創業、第二創業から５年まで
成長期…売上高平均で直近２期が過去５期の120％超
安定期… 売上高平均で直近２期が過去５期の80％〜

120％
低迷期…売上高平均で直近２期が過去５期の80％未満
再生期…貸付条件の変更または延滞がある先
その他… 財務諸表の提出を不要としている事業者ローン

のみの与信先

（単位：先、億円）
全与信先 創業期 成長期 安定期 低迷期 再生期 その他

ライフステージ別の与信先数 2020年3月末 9,227 1,208 566 4,813 485 639 1,516
ライフステージ別の融資残高 2020年3月末 6,001 526 529 4,362 182 385 17
※	全与信先数：単体与信先数

ライフステージ別の与信先数
　お取引先のライフステージや、事業の持続可能
性等を適切かつ慎重に見極めたうえで、産学官・
外部機関との連携による最適なソリューションを
提供し、お取引先の成長・発展・改善に向けて取り
組んでおります。
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創業・新事業開拓支援への取り組み
　地域連携ビジネスサポート部に「医療・福祉分野」「農林水産業・食品加工分野」「防災・環境関連分野」等
の業種別支援担当者を配置し、事業化に向けたアドバイスから販路開拓のサポートまで、創業時や新事業
展開時の様々な課題を解決するための支援に取り組んでおります。
　また、創業・新事業開拓支援を積極的に推進していくために、本部所管部等による集合研修や帯同訪問
により、営業店行員の提案力向上に取り組んでおります。
	 （単位：先）

創業支援先 2020年3月末
創業計画の策定支援 62
創業期の取引先への融資（プロパー） 401
創業期の取引先への融資（信用保証付） 146
上記創業支援に当行が関与した先数 518
上記創業支援に当行が関与した第二創業先数 8
※		第二創業：		すでに事業を営んでいる企業の後継者等が新事業を開始、または既存の事業を承継した事業者等が	 	

新事業を開始、あるいは抜本的な事業再生によって企業が業種を変えて再建するケース

コンサルティング機能の発揮
　地域経済の活性化と産業の振興に貢献していくため、高知県下の高等教育機関と連携協力協定を締結し、
人材の育成や研究成果等の事業化に向けた情報交換を行っております。
　また、認定支援機関が関わる「ものづくり補助金」や「創業補助金」ならびに高知県等の補助金公募に関
する情報を行内で共有し、お取引先等に情報を提供していくとともに、各種補助金や制度融資などの有効
活用に関する提案や申請手続きなどのサポートを積極的に行っております。
	 （単位：先）

取引先の本業支援に関連する中小企業支援策の活用を支援した先
2020年3月期

88

創業・新事業開拓の支援

多様な資金調達手法の提供
　中小規模事業者等の創業・新事業開拓に向けた資金供給に積極的に取り組んでおります。
　創業・新事業制度融資等に加えて、「こうぎん産学連携ファンド」や「こうぎん地域協働ファンド」の活用
や銀行本体からの出資等、様々なかたちで創業・新事業開拓のサポートに努めております。

当行と当行の連結子会社であるオーシャンリース株式会社は、「こうぎん地域協働投資事業有限責任組
合（通称：こうぎん地域協働ファンド）」を共同で運営し、創業や新事業展開、ベンチャー企業の支援等、
地域経済の活性化や産業振興に資する事業者の育成に向けた支援に取り組んでおります。

こうぎん地域協働ファンド

　高知県内の大学等が保有する特許、研究成果等を活用し、創業・新事業の展開を目指す事業者等の
支援を行うことを目的とした「こうぎん産学連携ファンド」を2014年10月に創設し、同ファンドを
活用して、大学等と事業者との事業化に向けた共同研究の促進に取り組んでおります。

こうぎん産学連携ファンド

クラウドファンディング事業の活用
　当行の連結子会社であるオーシャンリース株式会
社は、株式会社サーチフィールドと提携し、2016
年4月より、「FAAVO高知」を開設してクラウドファ
ンディング事業に取り組んでおります。当行はオー
シャンリース株式会社と連携してクラウドファン
ディング事業を活用した新たな資金調達手法を提供
することで、起業家のサポート・育成に取り組んで
おります。
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成長段階における支援

こうぎん地域ブランド応援融資
　地域の商標や地域産業資源を活用した事業ならびに「高知県産業振興計画」の地域アクションプラ
ン認定事業等を対象とした融資商品「こうぎん地域ブランド応援融資」を取り扱っております。
2019年3月には、本商品と日本政策金融公庫の制度融資をパッケージ化した「こうぎん地域活性化応
援連携融資」の取扱いを開始いたしました。これら商品の推進を通じて、地域産業資源を活用する事
業者の皆さまをサポートしてまいります。

こうぎん・ビビッド・ファンド
　地域の成長分野に取り組むお客さまに対する融資ファンドとして、2010年10月に総額100億円で
創設した「こうぎん・ビビッド・ファンド」を逐次増額し、2017年3月にはファンド総額を1,500億
円とし、同ファンドの活用を通じて成長分野への取り組みを推進しております。
　2020年3月期における同ファンドの分野別貸出実績は以下のとおりとなりました。また、同ファンド
の残高は、1,086億円となりました。

「こうぎん・ビビッド・ファンド」分野別実行金額
2020年3月期

件数 金額
研究開発 56 7,308
環境・エネルギー事業 143 9,683
医療介護健康関連事業 49 4,287
高齢者向け事業 6 650
観光事業 27 1,072
農林水産業・農商工連携事業 27 1,055
防災対策事業 24 1,983
食料品加工・製造関連事業 107 11,148

合　計 439 37,186

（単位：件、百万円）

成長分野への取り組み
　高知県では、「高知県産業振興計画」を策定し、高知県経済の活性化と浮揚に向け官民一体で取り組んで
おりますが、当行は、同計画の主要施策等を検討のうえ、今後も成長が見込まれる「医療・福祉分野」「農
林水産業・食品加工分野」「防災・環境関連分野」を成長分野と位置づけ、積極的に取り組んでおります。

一次産業の特性に応じたサポートの一層の充実に向けて、当行は2019年4月、「地域連携ビジネスサ
ポート部」に「農林水産支援室」を新設いたしました。商談会への出展支援を通じた販路拡大や六次産
業化に向けた加工技術の紹介など、新たなビジネスマッチングの手法を取り入れつつ、コンサルティン
グ機能の高度化と多様化に取り組んでおります。

本部に「農林水産支援室」を設置

こうぎん農林水産応援投融資
　地域の一次産業の持続的な成長と中長期的な価
値の向上に資するため、2019年6月、「こうぎん
農林水産応援投融資」の取扱いを開始いたしまし
た。当行は地域金融機関として、成長可能性等の
事業性評価を重視した融資やコンサルティング機
能を発揮し、一次産業の活性化や育成に取り組ん
でまいります。
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ビジネスマッチング等への取り組み
　お取引先のライフステージに応じたビジネ
スチャンス創出のための最適なソリューショ
ン提案に努めております。
　行内にビジネス情報ネットワークシステム
を構築し、お取引先のニーズを共有しており、
お取引先へのソリューション提案ツールとし
て活用しております。また、お取引先の多様
なニーズにお応えしていくために、外部機関
との業務提携によるサポートを有効に活用し、
コンサルティング機能の強化に取り組んでお
ります。

担保・保証に過度に依存しない融資の促進等
　事業性評価を重視し、担保や保証に過度に依存しない融資の促進に向け、本部担当者や外部講師
による行内研修および勉強会などを開催して、業種別審査の目利き力向上やABL活用等への取り
組み強化に努めております。
　また、「事業性評価シート」や「経営課題共有シート」の作成・活用を通じてお取引先の事業内容
に対する理解を一層深めていくとともに、本部と営業店が情報を共有して適切なソリューションを
提供するなど、本業支援を積極的にサポートし、担保や保証に過度に依存しない融資につなげてま
いります。

（単位：先、億円）
2020年3月末

先数 融資残高
事業性評価に基づく融資を行っている与信先数および融資残高 1,908 2,591
上記計数の全与信先数および当該与信先の融資残高に占める割合 20.7％ 43.2％
※	本表は、年度末時点の対象先数・残高を表示しております。

（単位：先）

事業性評価の結果やローカルベンチマークを提示して
対話を行っている取引先数

2020年3月末
2,043

（単位：先）
販路開拓支援先（成約先） 2020年3月末

高知県（双方が高知県内） 34
高知県以外の国内
（高知県と県外、県外と県外） 15

海外（片方が海外） 0

　地産外商支援の取り組みの一環として、高知県や高知県地産外商公社等をはじめとした各種商談会の
共催や出展支援を通じて、お取引先の新たな販路の開拓等のサポートに取り組んでおります。

商談会の名称 出展支援状況等 開催時期
地方創生『食の魅力』発見商談会2019（第9回） 第二地方銀行協会加盟行	30行 2019年6月

令和元年度　高知県産品商談会 高知県、高知県地産外商公社、四国銀行、JAバンク高知、
農林中央金庫 2019年6月、11月

薩長土肥連携首都圏バイヤー商談会2020 南日本銀行、東山口信用金庫、幡多信用金庫、佐賀共栄銀行、
大和証券と共催 2020年1月

第54回　スーパーマーケット・トレードショー 2020 高知県、高知県地産外商公社、四国銀行、JAバンク高知、
農林中央金庫 2020年2月

（単位：先、億円）

ソリューション提案先
2020年3月末

先数 融資残高
全取引先 8,259 6,004
うちソリューション提案先 637（7.7％） 1,291（21.5％）
※	全取引先：グループベースの与信先

商談会への出展支援
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「経営者保証に関するガイドライン」への取組状況
　お客さまとの保証契約につきましては、「経営者保証に関するガイドライン」の趣旨を踏まえ、お客さま
の意向や経営状況等を確認のうえ、誠実に対応するよう努めております。

「経営者保証に関するガイドライン」の活用状況
2019年10月1日	～	2020年3月31日  （単位：件）

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合
｛（①＋②＋③＋④）／⑤｝×100 20.26％
①	新規に無保証で融資した件数 751
②	経営者保証の代替的な融資手法として、停止条件付保証契約を活用した件数 0
③	経営者保証の代替的な融資手法として、解除条件付保証契約を活用した件数 0
④	経営者保証の代替的な融資手法として、ABLを活用した件数 16
⑤	新規融資件数 3,786

事業承継時における保証徴求割合（4類型）
新旧両経営者から保証徴求	＝	｛⑥／（⑥＋⑦＋⑧＋⑨）｝×100 4.24％
旧経営者のみから保証徴求	＝	｛⑦／（⑥＋⑦＋⑧＋⑨）｝×100 68.64％
新経営者のみから保証徴求	＝	｛⑧／（⑥＋⑦＋⑧＋⑨）｝×100 25.42％
経営者からの保証徴求なし	＝	｛⑨／（⑥＋⑦＋⑧＋⑨）｝×100 1.69％
⑥	代表者の交代時において、旧経営者との保証契約を解除せず、かつ、新経営者との保証契約を締結した件数 5
⑦	代表者の交代時において、旧経営者との保証契約は解除しなかったが、新経営者との保証契約は締結しなかった件数 81
⑧	代表者の交代時において、旧経営者との保証契約を解除する一方、新経営者との保証契約を締結した件数 30
⑨	代表者の交代時において、旧経営者との保証契約を解除し、かつ、新経営者との保証契約を締結しなかった件数 2

経営改善支援への取り組み
　営業店と本部が一体となり外部機関と連携した経営改善支援、ビジネスマッチング等のコンサルティン
グ、外部機関の活用および外部専門家との連携強化を図っております。
　2016年8月より、財務情報以外の事業の特性に着眼した「事業性評価シート」の運用を開始いたしました。
財務情報を主体とした財務診断システムやローカルベンチマークと併せて活用し、お取引先の事業モデル
の理解をより一層深めていくよう取り組んでおります。
　お取引先との“face to face”の対話によりリレーションをさらに強化して、経営改善支援に積極的に取り
組んでまいります。

経営改善・事業再生・業種転換等の支援

  （単位：先）

経営改善計画の進捗状況
2020年3月末

先数 うち経営改善計画策定先
融資条件変更先合計 477 	 297	（100％）
　うち好調先 115 	 115	（38.7％）
　うち順調先 152 	 152	（51.2％）
　うち不調先 210 	 30	（10.1％）
※	好調先：売上高等の指標が計画比120％超
	 順調先：売上高等の指標が計画比80％～ 120％
	 不調先：売上高等の指標が計画比80％未満および経営改善計画未策定先

　経営改善支援の取り組みについては、実現可能性の高い抜本的な経営改善計画を策定し、その計画の実
行を完遂することに重点を置いた支援活動を行っております。経営改善計画の策定等にあたっては、外部
機関との連携を強化しておりますが、当行のお取引先の主体が中小企業であることから、中小企業再生支
援協議会を中心として連携を図りながら取り組んでおります。
	 （単位：先）

中小企業再生支援協議会持込先数
2020年3月期

12

　お取引先への財務に関する情報提供機能強化の一環として、財務診断システムを活用した財務診断分析
資料を提供しており、お取引先と問題点を共有し、経営改善に取り組んでいくための有効なツールとして
積極的に活用していくよう努めております。本部と営業店は「軒先顧客管理システム」を活用し、アドバイ
スを行っていく態勢としております。
	 （単位：先）

財務診断分析資料配布先数
2020年3月期

86

中
小
企
業
の
経
営
支
援
に
関
す
る
取
り
組
み

13D I S C L O S U R E  2 0 2 0



外部連携先

高知県を中心とする中小企業事業者

一般社団法人
ビジネスサポートこうち
・	無料相談会やセミナーの開催
・		その他、経営改善に関する支援事業

高知銀行
・	BSK事業の取引先へのご案内
・		BSK専門家との面接コーディネイト

業務提携

取引先の紹介

経
営
課
題
解
決

金
融
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

相
談
依
頼

中小企業のサポートに向けた取り組み
　お取引先の様々なニーズにお応えしていくために、外部機関との連携によるお取引先向けセミナーや相
談会を開催しております。

セミナー／相談会 共催／協力 開催時期
中小企業事業者向けセミナー「会社の未来を考える」 一般社団法人ビジネスサポートこうち、幡多信用金庫 2019年7月
雇用・労働分野関係助成金セミナー 高知労働局 2019年7月
相続法改正・民法改正セミナー 一般社団法人ビジネスサポートこうち、幡多信用金庫 2019年9月
第14回シーズ発表会 高知工業高等専門学校 2019年11月

　高知県下の中小企業等の経営健全化に資する目的で、税制や法律面
等の専門家などで構成し設立された「一般社団法人ビジネスサポート
こうち」（以下、BSK）が、2018年4月より活動を開始しております
が、当行はその設立趣旨に賛同し組成段階から深く関与させていただ
いており、同法人と連携・協力して地域事業者の皆さまの課題解決に
向けサポートしてまいります。

「ビジネスサポートこうち」との連携

事業承継支援への取り組み
　当行は「事業承継相談サポートシート」を制定
し、営業店と本部の連携活動の効率化を図ってお
ります。また、高知県事業承継・人材確保センター
などの公的支援機関や、みずほ証券株式会社、株
式会社日本Ｍ＆Ａセンターなどの事業者と事業承
継やＭ＆Ａに関するビジネスマッチング契約を締
結し、専門的で高度なスキルが要求される事案に
おいて外部機関と連携を図ることにより、事業承
継に係る支援態勢の強化に取り組んでおります。

（単位：先）

事業承継支援先
2020年3月末

26

地域密着型金融の推進に係る取組実績 
項　目 2020年3月期

経営改善支援の取り組み
（ランクアップ） 22先

経営改善計画の策定※1 59先

経営支援に係る外部支援
機関との連携※2 52先

年金相談会の開催 14回
出張税務相談会の開催 12回

金融教室の開催 「こども金融・科学教室」を2019年8月に
高知市で開催

シーズ発表会の開催 「県内ニーズに応える農業分野」をテーマ
としてシーズ発表会を開催（2019年11月）

創業・新事業開拓支援 81先　1,758百万円
動産・債権譲渡担保 68先　5,368百万円
※1修正計画の策定支援を行った先も含めております。
※2	経営支援に係る外部支援機関との連携には、経営改善支援セン
ター、事業引継ぎ支援センター、中小企業再生支援協議会、地域
経済活性化支援機構等を含みます。
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地方創生への取り組み
　高知県と「業務連携・協力に関する包括協定」を2012年1月に締結し、様々な連携を行っており、「高知県

産業振興計画」における地域アクションプランにも積極的に関与しております。県内7地域における地域ア

クションプランの各事業に対し、地域連携ビジネスサポート部と各エリアの営業店が連携し、高知県が各

地域に配置している地域産業振興監等とのリレーションを図りながら、様々な事業に積極的に関与してお

ります。

　また、高知県内の10市町と「地域再生・活性化支援に関する連携・協力協定」を締結し、各地域の地方創

生に向けた様々な取り組みを実施しております。こうした取り組みをさらに強化していくため、2015年2

月に本部に「地方創生サポートデスク」を設置し、地方公共団体の地方版総合戦略の策定や推進について、

本部と営業店が連携・協力して当行が持つ情報やノウハウ等を提供するなど、地域経済活性化のサポート

に向けた取り組みを行っております。2020年3月末現在では、高知市など14市町村から地方版総合戦略推

進委員を委嘱され、活動しております。

○「地域再生・活性化支援に関する連携・協力協定」締結先
高知市、土佐清水市、梼原町、大豊町、奈半利町、黒潮町、須崎市、四万十町、室戸市、四万十市

○地方創生総合戦略会議に参画している地方公共団体
高知市、土佐清水市、梼原町、大豊町、奈半利町、黒潮町、須崎市、四万十町、室戸市、土佐町、越知町、いの町、日高村、
仁淀川町

地域の活性化に関する取組状況（地域の面的再生への積極的な取り組み）

高知県内高等教育機関等との連携
　高知県内の高等教育機関4校（高知大学、高知工業高等専門学校、高知県立大学、高知工科大学）と「産学

連携協力協定」を締結しており、各機関の得意分野を活かした人材の育成、技術相談などを通じて、地域

の発展に貢献できるよう様々な取り組みを実践しております。

　さらに、産学官連携強化のため、2015年4月に開設された「高知県産学官民連携センター」等との連携を

より一層強化し、次代の地域産業を担う人材の育成、各機関の研究成果等の情報交換や支援などに取り組

んでおります。

　高知工業高等専門学校が保有する研究技術（シーズ）を
県内事業者に紹介し、共同研究や事業化への発展につなげ
ていくことを目的とした「シーズ発表会」を、2006年か
ら毎年開催しております。商品化に向け企業との共同開発
が進展している案件もあるなど、情報交換や技術相談の場
として高い評価をいただいております。

シーズ発表会を開催

中
小
企
業
の
経
営
支
援
に
関
す
る
取
り
組
み

15D I S C L O S U R E  2 0 2 0



地域やお取引先に対する積極的な情報発信
　お客さま向けの各種相談会や、セミナー等を継続的に開催しているほか、当行の地域密着型金融に対す
る取組状況や、お客さま満足度調査により得られた結果を活用した対応状況等につきまして、分かりやす
い形で情報発信し、地域やお取引先の皆さまの信頼にお応えできるよう、努めてまいります。

人材の育成
　お取引先の本業支援の基本となる事業性評価に欠かせない専門知識を持つ人材を育成するために、各種

「外部セミナー」「行内研修」「自主参加型休日セミナー」を開催するなど、人材育成に努めております。
　また、行員の資格取得を推奨しており、なかでも下記の資格については重点的に取得を推奨し、行員の
スキルアップに努めております。さらに、農業・林業・水産業の各経営アドバイザー資格を取得した行員
を高知県内6エリアに配置するなど、農林水産業の経営に関するニーズに的確に対応できるよう体制整備
に取り組んでおります。

お取引先の本業支援に関する研修 2020年3月期
研修実施回数 35回
参加者数 555人
資格取得者数（下表資格取得者ほか） 108人

	 （単位：人）
主要な資格取得者数の推移 2020年3月期

上級農業経営アドバイザー 1
農業経営アドバイザー 28
林業経営アドバイザー 13
水産業経営アドバイザー 7
動産評価アドバイザー 20
M＆Aシニアエキスパート 24

産学連携による地域教育活動
　地域の子どもたちを対象に、高知工業高等専門学校との共催による「こども金融・科学教室」や、高知大
学との共催による「こどもサッカー教室」なども毎年継続して開催しております。これらの活動を通じて、
次世代育成支援や地域貢献活動に積極的に取り組んでおります。

本編には、金融庁が2016年9月に公表した「金融仲介機能のベンチマーク」に基づく計数の一部を交えて
掲載しております。
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